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【研究ノート】

社会インフラ政策の産学官民連携事業の展開

とネットワーク・ガバナンスに関する研究
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　1．はじめに

　本稿の目的は，産学官民のネットワークが形成され，道路や橋梁等の社会イ

ンフラを維持管理している事例を取り上げ，その事例調査からネットワーク・

ガバナンスの実態を把握することである。

　わが国では，人口減少や高齢化の進展，膨大な長期債務や地域ニーズの多様

化・高度化，ボランティア活動への意識や関心の高まりを背景として，まちづ

くりや安全・安心な社会インフラの確保などの複雑な地域社会の課題について，

従来の行政主導による問題解決だけでは十分であると言えず，産学官民のネッ

トワークによる新しいガバナンスの在り方が模索されている。

　例えば，岐阜大学では，2008 年 7 月から，岐阜県と岐阜県内の建設関連企

業の技術者が所定の科目を履修することにより，共通の高度な知識を持った総

合技術者を養成することを目的とした「社会基盤メンテナンスエキスパート

（ME）養成ユニット」を開設している。岐阜県では，地域住民に道路や橋梁

の性状に関する講習会を行い，モニタリングを依頼し ME の活動を下支えす
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るメンテナンスサポーター（MS）制度についても試行を始めており，社会資

本アセットマネジメントを題材とした新しい地域ガバナンス形態の構築に挑戦

している。長崎大学では，道路のメンテナンスを展開する「観光長崎を支える“道

守”養成ユニット」を開設している。この道守には，住民参画に基づく地域ガ

バナンスを前提とした社会インフラの維持管理を実施しうるリーダー的役割が

期待されている（1）。

　東京都道路整備保全公社は，総務省が公募した「地域 ICT 利活用広域連携

事業」に提案した事業が採択され，同公社は岐阜県建設研究センターなどと共

同で，ICT（情報通信技術）を活用し，予防保全型の道路橋の維持管理を促進

する環境を整えている。この広域連携事業の目的は，複数の地方自治体が連携

して ICT を活用し，公共サービスの質の改善や利便性の向上を図るものと考

えられており，地域の特性が異なる東京都と岐阜県等がデータやノウハウをそ

れぞれ持ち寄って，他の自治体でも活用可能な橋梁マネジメントシステムを構

築し，地域住民の協力も得ながら予防保全型の維持管理を推進することである。

同公社は，住民と協働で都内の橋梁など社会インフラの安全・安心を確保する

ため，管理者である東京都や区市町村と連携を図る民間ボランティア「ブリッ

ジサポーター」制度を設置している（2）。

　上記のように，安全・安心な社会インフラの構築という社会的な課題解決に

向けて，企業や大学，自治体やボランティア団体，地域住民等の多様なアクター

のネットワークによる協治のしくみ，すなわち，ネットワーク・ガバナンスの

必要性は，ますます高まっていると考えられる。

　行政学者の Rhodes （1996） は，ネットワーク・ガバナンスモデル（社会サイバ

ネティックス及び自己組織性ネットワークとしてのガバナンス）（3） を，「政府を

含めて一つのアクターだけが統治を行い，政策を形成実施するための全ての知識

や道具，権力を持ちえない」と述べており，ネットワークのなかで相互作用が行

われる機会を与え，信頼・協力関係をマネイジすることが政府の役割であるとし

ている。今後，一層重要性の高まる社会インフラの維持管理においても，産学官

民のネットワークによるガバナンスを構築することが必要であると考えられる。
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　2．ネットワーク・ガバナンス論

　ネットワークという用語は，Barabasi（2002）によれば，物理的なインフラ

ストラクチャーのシステムを描写するために使用されており，Castells（2000）

によれば，それは社会的な関係を示すために用いられている（4）。このネットワー

クという概念は，行政学の新しいパラダイムとしても使用されており，それは

行政研究者において一般的に使用されるようになっている（5）。

　ガバナンス（Governance）は広範な用語であり，それは，政府だけではなく，

全ての種類の組織（公的，準公的機関，民間企業等）を包含し，公共の利益の

追求に貢献するものであると考えられる。ガバナンスにおけるネットワークの

議論と実践は，政府という「公的部門（public sector）」，企業という「民間部

門（private sector）」，そして，公的部門と民間部門のインタラクティブゾーン（6）

としての「非営利部門（nonprofit sector）」の 3 つの部門間で見られるようになっ

ている（図 1 参照）。

　この 3 部門間の関係の変遷を概観すれば，1960 年代と 1970 年代の福祉国家

の全盛期では，公的部門（政府）の領域とその役割が強調されていた。1980 年

代になると，政府の効率化，規制緩和の流れのなかで，民間部門（企業）が，

より重要な役割を持つと捉えられていた。そして，1990 年代以降，非営利部門

（出典）Koliba（2010），p.71.

図 1　ガバナンスにおける三部門モデル
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（NPO や NGO）の活動の有効性や効果に関する事例やデータが数多く提出され，

ガバナンスにおける 3 部門間のネットワークが強調されるようになった（7） と考

えられる。

　ネットワークは，ガバナンスの議論と実践において必要不可欠な要素になっ

ていると考えられるが，ガバナンス論者のネットワークに対する見解や位置づ

けは明確であるとは言えず，ガバナンス論におけるネットワークの捉え方は，

論者によって多様であり変化して用いられている（8）。

　例えば，Powell（1990）は，ネットワークがヒエラルヒーと市場の両方から

区分されるものであると主張している（9）。一方で，Williamson（1991）は，ヒ

エラルヒーと市場の間を媒介するようなハイブリットシステムとしての特徴を

持つものとしてネットワークを位置づけている（10）。これらの対照的な研究は，

有益であり，Sørensen と Torfing（2007）は，これら先行研究をネットワーク

研究の第一世代と名付けている（11）。また，ネットワーク論は，政策過程を理

解するための新しいアプローチや，組織を分析する新しいツールを提供してい

ると論じるものもいる。そして，行政学の領域における広範な研究動向をフォ

ローし，「ガバナンス・ネットワーク」という概念を用いて行政学のパラダイ

ムを整理したり（12），ネットワークの第二世代研究論を提唱（13） する行政研究者

も登場している（表 1 参照）。
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表 1　4 つの行政学のパラダイム

（出典）Koliba（2010），p. 33.
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　ネットワーク・ガバナンス理論の研究は現在も発展を続けているが，社会的

課題が山積しているわが国において，その理論的な検討を行いつつ，実践とし

てのネットワーク・ガバナンスを考察していくことが重要であると思われる。

　3．社会インフラ政策における産学官民連携事業の展開

　ネットワーク・ガバナンスにおける協働の取組みで注意すべき点は，多様な

アクターの役割分担を明確にし，それらが協議しやすい環境をいかに整えるか

であると考えられる。この課題を克服するためには，多様なアクター間の交渉

や調整といったネットワーク・ガバナンスの実態を把握することが必要になる。

わが国の社会インフラ政策では，政府や施設管理者と協力して住民グループや

ボランティア団体，企業や大学などが，ネットワークを形成し，維持管理活動

に取組む事例が数多くみられるようになっている。そこで，本章では，社会イ

ンフラ政策における産学官民連携の取組みとして，地方自治体のアダプト・プ

ログラムの事例を取り上げ，ネットワーク・ガバナンスの実態を調査する。

（出典）島田・及川（2002）， p.80.

図 2　アダプト・プログラムの特徴
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　平成 10（1998）年，徳島県神山町が「クリーンアップ神山」というアダプ

ト・プログラムの活動を開始した。アダプト（ADOPT）は，英語で「養子縁組」

の意味であり，アダプト・プログラムとは，ボランティア住民や企業が「里親」

になり，国や県，市町村が管理する道路等の区域を「養子」とみなして，清掃

や植栽等の美化活動を定期的に行い，面倒をみるという事業のことである。こ

の活動をきっかけとして都道府県・市町村で同様の取組みが展開されている。

平成 21（2009）年 9 月時点で，アダプト・プログラムは，47 都道府県のうち

45 都府県において導入されている（14）。

　アダプト・プログラムの活用は，景観面では，「道路をきれいにしよう」と

いう環境美化活動から始まって，それがポイ捨て防止を促し，行政コストの削

減につながるという利点を持っている。活動面では，地域社会におけるボラン

ティア活動を通じて，コミュニティ意識が醸成され，地域コミュニティの活性

化が期待されている（15）（図 2 参照）。

3.1　文京区「文の京（ふみのみやこ）ロードサポート」事業

　東京都文京区（以下「区」とする。）では，地域住民と区が協働で快適なみ

ちづくりを進める「文の京ロードサポート」制度を設けて，地域住民や企業等

がグループ（サポート組織）をつくり，地域に密着した道路の美化清掃活動等

を継続的に行っており，ネットワーク・ガバナンスの構築に積極的に取り組ん

でいる事例の一つであると考えられる（16）。

　区では，平成 16 年当時，各地でアダプト・プログラムが展開されているこ

とから，文京区でも類似の制度を導入しようという動きになり，地域住民の中

にも，地域の環境を良くしたいという声が上がり，「文の京ロードサポート」

を実施することになったという。

　区のロードサポート組織の参加者（対象者）は，文京区の在住・在勤者で，

5 名以上のグループをつくると誰でも参加が可能である。町会や商店会，近所

同志，会社の有志でも参加でき，対象区域は，商店街等の一定区域・区間の全

区道である。
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　ロードサポート組織の種類としては，①個人・夫婦家族，②自治会・町会，

③商店会，④ NPO・ボランティア団体，⑤学校・大学（教員中心と学生中心

の 2 種類あり），⑥企業などがある。ロードサポートの参加団体の年齢構成に

ついて，その詳細は明確ではないが，学生等の比較的若い年齢層が多いという

特徴がある。平成 16 年度に「文の京ロードサポート制度」がスタートしてか

ら 3，4 年は，サポート組織数は 10 前後であった。

　サポート組織の活動内容は，①美化清掃活動（空き缶やたばこの吸殻などの

ごみの除去等），②カーブミラーや防護柵の破損等の連絡，③道路整備計画の

検討協議会の運営である。

　区からの協力・支援としては，活動に係る清掃用具等の支援，活動区域に団

体の名称を示すサインボードの設置，道路整備計画検討協議会等の運営協力，

道路付属物等の整備・街路灯整備である。

　清掃活動を通じての区への問い合わせで多いのが，①街路灯の電球が切れて

いること，②不法投棄，③道路の陥没等である。これらの問い合わせは，サポー

ト組織が清掃活動を行っている最中に気が付くケースが多く，サポート組織が

美化清掃活動の取組みを行うことで，大きな事故を未然に防ぐ効果があると考

えられる。

　最近のロードサポート組織に関する傾向は，企業や大学がサポート組織の申

請をするケースが多くなっていることである。企業の中には，CSR（Corporate 

Social Responsibility）活動や地域貢献をしたいという動きが活発化しており，

それが文の京ロードサポート事業への参加につながっているように思われる。

大学では，学生が主体となってロードサポート組織の申請を行うケースが増え

ている。次節からは，文の京ロードサポートに，参加している「跡見学園女子

大学エコキャンパス研究会」と「東洋大学環境改善サークル To SKY」を取り

上げてネットワーク・ガバナンスの実態を調査する。
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3.2　跡見学園女子大学エコキャンパス研究会

　跡見学園女子大学エコキャンパス研究会（以下「エコ研」とする。）は，跡

見学園女子大学マネジメント学部の教員有志が，大学における環境教育の一環

として，学生を主体とする活動により，大学における環境配慮を推進する研究

会の設置を呼びかけて，2008 年 5 月に設立された。2010 年から，埼玉県新座

市で「埼玉県 彩の国ロードサポート」に参加することになり，同年，文京区「文

の京ロードサポート」にも参加し，ともに周辺道路の美化清掃活動を開始した。

美化清掃活動は，月に一度，平均 10 名前後が参加して実施している。ロード

サポート事業に参加するきっかけになったのは，環境関連 NPO による紹介で

あったという。2010 年からは，HP を作成し，エコ研での活動を公開している。

エコ研のロードサポートの活動については，活動状況の写真を HP に掲載した

り，新座市でのロードサポートの活動状況を YouTube にアップロードしたり

広報活動に努めている。今後は，他のロードサポート組織との交流を図り，地

域ぐるみでクリーン活動を展開したいと考えている。

3.3　東洋大学環境改善サークル To SKY

　2004 年，東洋大学社会学部社会学科青木ゼミ（環境社会学）の「実践班」

を母体に，「学生主体の環境改善」「ささやかでも確かな実践」を主旨として，

東洋大学環境改善サークル To SKY（以下「To SKY」とする。）が設立された。

2010 年 10 月，To SKY は文京区と「文の京ロードサポート」の協定を結んだ。ロー

ドサポート活動は，月に一度，毎回 10 名程度が参加して実施している。文の

京ロードサポート事業には，顧問の青木辰司教授のつながりにより参加するこ

とになったという（17）。今後は，東洋大学周辺で環境美化・清掃活動を行って

いる他のロードサポート組織と知り合うことができれば，協働でロードサポー

ト活動を行う機会が増え，活動に広がりがでてくるのではないかと考えている。

3.4　文の京ロードサポート事業の今後の展開

　区としては，今後，文の京ロードサポート事業に関する大イベントを開催す
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ることで単純にロードサポート組織を増やすということではなく，地味ではあ

るけれども，口コミでも構わないので，ロードサポート活動の地域的な広がり

が出てくると良いと考えている。例えば，ロードサポート活動に参加していな

い地区の人々がその活動の話を聞き，活動を知り，その地区の人々が「自分た

ちもやろう」という気持ちになり，ロードサポートに参加するといった連鎖が

起こることを期待している。また，ロードサポート事業に関して，他の自治体

やサポート組織等との横のつながりが出てくれば良いとも考えている。文の京

ロードサポートによる地道な美化清掃活動を通して，地域のコミュニケーショ

ンが生まれることが大切である。

　4．結びにかえて

　本研究の事例調査から，一例ではあるが，実態としてのネットワーク・ガバ

ナンスは，「ロードサポート」（アダプト・プログラム）という制度を通じて，

公的部門（文京区），民間企業部門，非営利部門（大学等）の多様なアクターのネッ

トワークが形成されており，そのネットワークは，三部門間を媒介するような

ハイブリットシステムとしての特徴を持っていることが確認された。

　今後の研究上の課題としては，事例調査を継続して行いネットワーク・ガバ

ナンスの実態を把握し理解を深めるとともに，①産学官民のネットワークを形

成しうる制度，②ネットワークのマネジメントとインセンティブの設計，③ネッ

トワークの評価についても考察していきたい。
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